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 消費者の８つの権利  

     ① 生活の基本的ニーズが保障される権利 

          ② 安全である権利 

          ③ 選択する権利 

           ④ 知らされる権利 

            ⑤ 意見が反映される権利 

             ⑥ 補償を受ける権利 

              ⑦ 消費者教育を受ける権利 

               ⑧ 健全な環境の中で働き生活する権利 

 

 消費者の５つの責任  

        ① 批判的意識を持つ責任 

         ② 主張し行動する責任 

          ③ 社会的弱者への配慮をする責任 

           ④ 環境への配慮をする責任 

            ⑤ 連帯する責任 

 

 

（１９８２年に Consumers International（国際消費者機構）が提唱したもの） 

〔長岡市の概況〕 

・市制施行 明治３９年４月１日（１９０６年） 

・合併  平成１７年４月１日（長岡市、中之島町、越路町、三島町、山古志村、小国町） 

平成１８年１月１日（長岡市、和島村、寺泊町、栃尾市、与板町） 

  平成２２年３月３１日（長岡市、川口町） 

・面積  ８９１．０５平方キロメートル 

・広ぼう 東西４２．６キロメートル、南北５９．３キロメートル 

・人口（令和５年４月１日現在） 

  ２５９，８５２人 （男１２７，２８０人  女１３２、５７２人） 

・世帯数（令和５年４月１日現在） 

  １０９，７８７世帯 
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Ⅰ 消費生活センターの概要 

１ 設 置 の 目 的 

商品やサービスの多様化と販売競争の激化がもたらす誇大広告、不当表示、危険有害な粗悪商

品の出回りや、マスコミを通しての情報はん濫が、消費者の商品やサービスに対する自主的な選択

を困難にするなど、消費生活にさまざまな影響を与えています。 

そこで、消費者自身が、その意識に目覚めるとともに十分な知識と判断力を持ち、合理的な行動

がとれるようにするために、消費生活に関する知識の普及、相談、苦情処理等を行う専門機関として

設置されました。 

 

２ 名 称  長岡市消費生活センター 

 

３ 所 在 地  〒940-0062 長岡市大手通２丁目２番地６ ながおか市民センター２階 

電 話 ０２５８－３２－００２２（相談専用） 

      ０２５８－３２－００８２（事務専用） 

      Ｆ Ａ Ｘ ０２５８－３９－５０５０ 

 

４ 開 館 年 月 日 昭和４９年５月２２日 

 

５ 開 館 時 間  午前８時３０分から午後５時１５分まで 

           （相談時間 午前９時から午後４時３０分まで） 

 

６ 休 館 日  土曜日、日曜日、祝日（国民の祝日に関する法律に規定する休日） 

           年末年始（１２月２９日～１月３日） 

 

７ 施 設 規 模 等  ２３６．４１平方メートル（平２４．３．２６より） 

 

８ 職 員   センター長（会計年度任用職員）  １人 

           主査         １人 

                消費生活相談員（会計年度任用職員） ６人 

                会計年度任用職員   １人 
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Ⅱ 消費者啓発事業 

 

消費者意識の高揚と合理的な消費生活の推進に役立つ情報の提供、知識の普及を図るため、

次の事業を行いました。 

 

１ センターにおける啓発 

○ 啓発パネルの掲示 

○ 各種啓発用、情報等パンフレットの提供 

○ 参考図書閲覧コーナーの設置 

・消費生活に役立つ図書、ＤＶＤを１回につき３冊（本）まで、２週間貸し出し可能です 

・長岡市ホームページにＤＶＤ一覧を掲載しています 

              （httpｓ://www.city.nagaoka.niigata.jp/kurashi/cate11/video.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考図書等閲覧コーナー 

情報パンフレット提供コーナー 
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２ 講座等の開催 

 （１） くらしの講座 

     消費生活に関する問題や、くらしに役立つ知識及びその時期に応じたテーマを学習し、消費生

活の向上を図るため開催しています。本年度は新型コロナウイルス感染防止のため、定員を削減し

て実施しました。 

実施月日 テ ー マ 等 講  師 
参加者数 

（人） 

6 月 23 日 やさしく教えて！金融商品 
金融広報アドバイザー 

松山 豊明 さん 
18 

10 月 27 日 
食品ロス削減のためにできること 

～フードバンクの取組～ 

新潟県フードバンク連絡協議会 

事務局長 小林 淳 さん 
10 

11 月 24 日 
気をつけて！ネットトラブル 

～消費者トラブルの注意点～ 

長岡市消費生活センター 

消費生活相談員 栃倉 いち子 さん 
11 

1 月 11 日 
【若い世代を対象とした啓発講座】 

助けられ力～しなやかな消費者になる～ 

弁護士  

黒田 隆史 さん 
67 

年間実施回数 ４回 延べ参加者数 106 

 

 

 

 

 

 

 

（２）消費者月間行事 

昭和５３年に、５月３０日が消費者の日として制定されて以来、５月が消費者月間となりました。 

この消費者月間に長岡市消費者協会と共催で講演会を開催し、消費者意識の高揚と啓発を 

図りました。 

実施月日 テ ー マ 等 講  師 
参加者数 

（人） 

5 月 26 日 

【消費者月間 記念講演会】 

判断できなくなる前に知っておこう 

～成年後見制度～ 

消費生活ネットワーク新潟 

弁護士 橋本 奈奈 さん 
45 

1 月 11 日 【若い世代を対象とした啓発講座】 

助けられ力 
～しなやかな消費者になる～ 

講師 黒田 隆史 さん 
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（３） 市政出前講座等 

消費者からの依頼に応じ、消費生活相談員が出向いて講座を行いました。 

 

実施月日 団 体 名 等  テ ー マ 
参加者数 

（人） 

5 月 12 日 あぜりあネット 例会 クリックしただけなのに 12 

6 月 2 日 栖吉コミュニティ推進会議 悪質商法の被害にあわないために 19 

6 月 9 日 長岡大学 成年になった皆さんへ 116 

9 月 15 日 上川西生涯学習教室 
あなたのお買い物だいじょうぶ？ 
～使いこなそう通信販売～ 

37 

10 月 13 日 やじろべー 
消費者トラブルにあわないために 
～スマホと通信販売のトラブル～ 

5 

11 月 22 日 ワークセンター千秋 お金について学ぼう 16 

11 月 24 日 地域学びコーディネーター講座 
シニア世代必見‼ 
消費者トラブル 予防と対策 

26 

2 月 22 日 長岡造形大学 若者の消費者トラブル 51 

3 月 2 日 宮内中学校 2 年 5 組 かしこい消費者になろう！ 27 

3 月 3 日 希望が丘小学校 5 年生 買物のしくみと消費者の役割 66 

3 月 11 日 熊袋地区消費生活講座 悪質商法にあわないために 17 

3 月 11 日 二日町地区消費生活講座 悪質商法にあわないために 21 

3 月 14 日 宮内中学校 2 年 6 組 かしこい消費者になろう！ 29 

3 月 14 日 宮内中学校 2 年 4 組 かしこい消費者になろう！ 28 

3 月 16 日 宮内中学校 2 年 3 組 かしこい消費者になろう！ 30 

3 月 16 日 やじろべー 
消費者トラブルにあわないために 
～春はトラブルとともにやってくる～ 

11 

3 月 20 日 宮内中学校 2 年 2 組 かしこい消費者になろう！ 30 

3 月 20 日 宮内中学校 2 年 1 組 かしこい消費者になろう！ 27 

年間実施回数 18 回 延べ参加者数 568 
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（４） 消費生活相談員等研修会 

    相談知識の向上を図るため、長岡地域定住自立圏＊及び周辺市町村の消費生活相談員等を対

象に専門の講師による研修会を行いました。 

    ＊長岡地域定住自立圏とは、長岡市、小千谷市、見附市、出雲崎町の３市１町が圏域を形成し、圏域 

全体で必要な生活機能を確保することを目指すものです。（13 ページ参照） 

 

 ３ 啓発資料等の作成・配布 

     商品の選択、商品の安全等合理的な消費生活の知識を高めるためのパンフレット等の資料を 

学校や関係機関に配布しました。 

     

４ 家庭用はかりの無料検査 

家庭用計量器の正確さを確保し、計量への関心を高めるため、（一社）新潟県計量協会と協力し

て実施しました。 

実施月日 種 類 検査個数 
うち誤差の 
大きいもの 

11 月 1７日 
家庭用はかり 24 

 

 

4 

体温計 41 0 

実施月日 テ ー マ 等 講  師 
参加者数 

（人） 

2 月 7日 

（オンライン研修） 

若者を取り巻く消費者トラブルの 

相談事例と対応の注意点 

（一社）消費者力開発協会 

北﨑 裕紀子 さん  
11 

配 布 物 冊（部）数 

冊子「令和３年度 事業のあらまし」 
（県・他市町村・学校等関係機関に配布、ホームページに掲載） 

300 

リーフレット「消費生活センターからのお知らせ」No40～43 
（定住自立圏市町村に配布、庁内関係課等窓口に設置、ホームページに掲載） 

5,200 

冊子「小学生も消費者！ぼくたち、わたしたちのくらしを考えよう」 
（小学５年生に配布）  

2,554 

絵本「ほうれんそうカレー ききいっぱつ！」 
（児童館に設置） 

68 

冊子「中学生が知っておきたい消費生活ハンドブック」 
（出前講座で配布） 

200 

関東甲信越ブロック高齢者悪質商法被害防止共同キャンペーン  
高齢者被害防止リーフレット 

（コミュニティセンター、庁内関係課等窓口に設置、出前講座等で配布） 
716 

関東甲信越ブロック若者悪質商法被害防止共同キャンペーン  
若者向け被害防止リーフレット 
（高等学校､専門学校､大学等に配布､コミュニティセンター､図書館､体育館に設置､出前講座等で配布） 

1,115 
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５ 関係団体の主な活動 

   【長岡市消費者協会】 

昭和４３年７月に新潟県消費者協会長岡支部として、県下に先駆けて発足し、会は地域の消費

者の利益を擁護するため、未組織の消費者の組織化と県消費者協会等消費者団体との連携を密

にして、消費者教育及び消費者意向の反映のため必要な活動を行っています。 

（１）主な活動経過 

実施月日 行 事 名 会 場 ・ 内 容 等 

5 月 26 日 通常総会 まちなかキャンパス長岡 

9 月 13 日 アベノマスクからハンカチ等製作 まちなかキャンパス長岡 

9 月 2１日 研修視察旅行 
寿クリーンセンター、栃尾地域交流拠点
施設トチオーレ、北越戊辰戦争伝承館、
貞心尼草庵、大竹邸記念館 

10 月 8 日 ながおか市民活動フェスタ 2022 
アオーレ長岡  
小物販売、パネル展示 

10 月 19 日 中古衣料品等チャリティー即売会 アオーレ長岡  

11月17日 
第 36 回ウィルながおかフォーラム  
「物・事・時間をスッキリ整理､ これからの暮らしを
ハッピーに生きる方法を学びましょう」 

まちなかキャンパス長岡 

3 月 22 日 
公開学習会 
つくる責任・つかう責任 
～エシカル消費について考えよう～ 

まちなかキャンパス長岡 

あぜりあネットの啓発活動     勉強会 年 8回、出前講座 年 4 回 

 

  

（２）機関紙「消費者協会だより」発行          年 3 回発行 
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Ⅲ 消費生活相談事業 

 

消費者保護の一環として、消費生活相談員が消費生活に関する相談及び苦情等を受け、適切

な助言等を行いました。 

 

１ 消費生活相談の受付状況 

（１） 相談件数 

令和４年度相談件数の合計は 1,601 件で、前年度と比べ 260 件、19.4％増加しました。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項　目
平成
5年度

6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

相談件数 1,093 1,095 1,293 1,341 1,450 1,570 1,877 2,143 2,667 3,709
うち苦情相談 817 823 904 1,039 1,142 1,161 1,365 1,641 2,193 3,361
うち問合せ・要望 276 272 389 302 308 409 512 502 474 348

項　目
平成
15年度

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

相談件数 6,401 6,493 4,606 4,099 2,886 2,359 2,319 2,117 2,001 2,055
うち苦情相談 6,078 6,184 4,287 3,830 2,642 2,099 2,084 1,916 1,840 1,876
うち問合せ・要望 323 309 319 269 244 260 235 201 161 179

項　目 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
令和
元年度

2年度 3年度 4年度

相談件数 2,097 2,219 2,095 1,877 2,100 2,122 1,881 1,773 1,341 1,601
うち苦情相談 1,865 2,035 1,894 1,719 1,960 1,970 1,736 1,645 1,243 1,494
うち問合せ・要望 232 184 201 158 140 152 145 128 98 107

年度 

件数 図１ 消費生活相談の推移 

H R 
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男性
736

女性
789

団体・他

76

46.0％ 49.3％

4.7％

 （２） 相談者・契約当事者 

      ●相談者の状況 

 

 

 

 

 

＜ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市内
1,527

市外
74

95.4％ 4.6％

電話
1,238

来所
363

77.3％ 22.7％

苦情
1,494

問合せ

・要望
107

93.3％ 6.7％

＜相談方法別＞図２では、電話による相談が

1,238 件（77.3％）、来所による相談が 363 件

（22.7％）となりました。 

＜地域別＞図３では、市内が 1,527 件（95.4％）、

市外が 74 件（4.6％）となりました。 

＜性別＞図５では、男性が 736 件（46.0％）、 

女性が 789 件（49.3％）、団体・他が 76 件

（4.7％）となりました。 

図２ 相談者の相談方法別件数 

図３ 相談者地域別件数 

図５ 契約当事者の性別件数 

●契約当事者の状況 

図４ 相談種別件数 

＜相談種別＞図４では、苦情が 1,494 件（93.3％）、

問合せ・要望が 107 件（6.7％）となりました。 
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（３）相談内容 

ア 相談分類別件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜年代別＞図６では、多い年代か

ら７０才以上が 407件（25.4％）、６０

才代が 280 件（17.5％）、５０才代が

276 件（17.2％）、４０才代が 237 件

（14.8％）となりました。 

図６ 契約当事者の年代別相談件数 

件数 

＜商品・役務（サービス）別＞図７では、商品に関

する相談が 855 件（53.4％）、役務に関する相談

が 698 件（43.6％）、個人間トラブル、雇用契約な

どの他の相談が 48件（3.0％）となりました。 

図７ 商品・役務別相談件数 
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    （ア） 商品別相談件数 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（イ） 役務（サービス）別相談件数 

      

 

 

 

 

 

 

ｎ 

 

 

 

  

金融･保険サービス･･･多重債務、暗号資産、FX、生命保険等 

運輸･通信サービス･･･IP 電話、モバイル Wi-Fi、光回線等 

教養･娯楽サービス･･･アダルトサイト、出会い系サイト、オンラインゲーム等 

保健･福祉サービス･･･医療サービス、美容院、エステ等 

他 の 役 務・・・冠婚葬祭、占いサイト・アプリ、開錠サービス等 

教養娯楽品・・・パソコン、スマートフォン、電子タバコ、ペット、新聞等   

住居品・・・布団、家電等  

被服品・・・アクセサリー、衣服等  

商品一般・・・架空請求（身に覚えのない代金の請求）等 

食料品・・・健康食品、海産物等 

保健衛生品・・・化粧品、医薬品等 

図８ 商品別件数 ＜商品別＞図８では、商品に関する相談855件のう

ち、商品一般に関する相談が 185 件（21.6％）、保健

衛生品に関する相談が 167 件（19.5％）、教養娯楽品

に関する相談が 120 件（14.0％）などとなっています。 

＜役務別＞図９では、役務に関する相談 698件のうち、

金融・保険サービスに関する相談が151件（21.6％）、他の

役務に関する相談が128件（18.3％）、教養・娯楽サービス

に関する相談が１22 件（17.5％）などとなっています。 

図９ 役務別件数 

件数 

件数 
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イ 相談内容別件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

ウ 販売購入形態別件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

店舗購入・・・消費者が出向いて店舗で契約したもの 

訪問販売・・・家庭に訪問してきた業者と契約したもの（催眠商法、アポイントメントセールスを含む） 

通信販売・・・郵便、電話、インターネット等の通信手段を使って契約したもの 

  マルチ・マルチまがい・・・連鎖販売取引で契約したもの 

  電話勧誘販売・・・消費者が業者からの電話勧誘を受け契約したもの 

  ネガティブ・オプション・・・消費者が申し込んでいないのに、業者が商品を送りつけるもの 

  訪問購入・・・業者が家庭を訪問し、貴金属等を買い取る契約をしたもの 

  その他無店舗販売・・・店舗ではないところで契約したもの 

  不明・無関係・・・購入形態が不明なもの 相談内容が販売購入等に該当しないもの 

 

＊内容別総件数 2,803 件 

相談 1 件に対し複数の相談内容があるこ

とがあるため、受付相談件数 1,601 件より

件数が多くなっています。 

より多くなっています。） 

＜相談内容別＞図１０では、内容別総件数＊

2,803 件のうち、契約・解約 1,324 件（47.2％）、

販売方法 966 件（34.5％）、接客対応 229 件

（8.2％）などとなっています。 

＜販売購入形態別＞図１１では、通信販

売 611 件（38.2％）、店舗購入 356 件

（22.2％）、訪問販売 105件（6.6％）、電話勧

誘販売 92件（5.7％）などとなっています。 

図１１ 販売購入形態別件数 

図１０ 相談内容別件数 
件数 

件数 
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２ 多重債務相談状況 

（１） 「長岡市多重債務問題対策ネットワーク」概要・目的・取組み内容 

【概要】 ： 多重債務に苦しむ市民を救済するため、官民協働で救済活動を行うネットワークを

県内で初めて平成２１年１０月に立ち上げました。弁護士・司法書士・警察署（長岡・柏

崎・見附・小千谷・与板）・新潟県ライフサポートセンター・長岡市消費者協会等の専

門機関・団体等と行政（収納課・国保年金課・生活支援課・水道局業務課・健康課・市

民窓口サービス課・市民課（消費生活センター））によるネットワークにより、下記の目

的・内容の取組みをしています。 

【目的】 ： 情報の共有、連携を強化することで、多重債務者の早期発見・早期解決を図り、生

活再建につながる包括的な支援を行うことを目的としています。 

      【内容】 ： 定住自立圏域内の相談者、消費生活センター、弁護士・司法書士の三者面談を行

い、法的な債務整理を迅速に進めるための助言を行うほか、必要に応じ、関係機関と

連携し対応を行います。 

 

  （２） 相談状況 

       ア 相談会実施回数・相談件数及び相談結果 

相談会 
回  数 

相談件数 
相 談 結 果 

任意整理 特定調停 自己破産 個人再生 その他＊ 

22 32 4 0 6 1 21 

          ＊結果の「その他」は、①時効の援用を適用する、②家計を見直す、などのものです。              

 

       イ 相談者状況 

 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代以上 合計 

男 0 2 3 0 8 4 4 21 

女 0 1 1 2 5 1 1 11 

合計 0 3 4 2 13 5 5 32 
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 長岡市、小千谷市、見附市、出雲崎町の３市１町を長岡地域定住自立圏とし、圏域内の消費生

活に関する安全・安心を確保するため、消費生活相談体制の強化に努めました。 

 

１ 啓発用資料の提供 

   関係市町に消費生活に関する啓発資料をデータ提供しました。 

    ・リーフレット「消費生活センターからのお知らせ」No.40～43 

 

２ 消費生活相談員等研修会の開催 

   多種多様な相談に対応できるようにするため、消費生活相談員及び行政職員を対象に専門の講師

による研修会を行いました。（５ページ参照） 

 

３ 専門機関との連携強化 

   多重債務問題対策ネットワークの連携を強化し、相談者、専門家、消費生活相談員による三者面談

を実施しました。（12 ページ参照） 

  

Ⅳ 定住自立圏における消費生活相談体制強化事業 
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Ⅴ 消費生活用製品安全法、家庭用品品質表示法 
及び電気用品安全法にかかる立入検査 

 

 

 

 

 

平成９年度以降、県から権限移譲され、商品表示が基準に適合しているかについて立入検査を

行っています。 

 
令和４年度は下記商品について調査を行いました。。 

 

法 律 名 商 品 名 調査店舗 検査点数 

消費生活用製品安全法 
携帯用レーザー応用装置、ライター、圧力なべ、 

石油ストーブ 
2 15 

家庭用品品質表示法 
カーテン、電子レンジ、電気コーヒー沸器、電気

ホットプレート、、水筒、椅子・腰掛及び座椅子 
2 55 

電気用品安全法 
電気ホットプレート、電気ジャー、電気コーヒー沸

器、電気洗濯機、電気冷蔵庫、電子レンジ 
2 49 
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